上川町告示第　４７　号
　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項により、令和５年度及び令和６年度において上川町が発注する工事又は製造の請負、物品の買入れその他の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格、資格審査申請の時期及び方法等について、次のとおり定める。
　　令和４年１２月１６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上川町長　　佐　藤　芳　治
第１　資格要件
１　基本的資格要件

令和５年度及び令和６年度において上川町が締結しようとする契約に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加できる者（以下「競争入札参加資格者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者であってはならない。

（１）政令第１６７条の４第１項（政令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する者及び政令第１６７条の４第２項（政令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定により競争入札への参加を排除されている者
（２）国税（消費税及び地方消費税）を滞納している者（納期が到来しているものに限る。）
（３）都道府県税を滞納している者（納期が到来しているものに限る。）

（４）町税を滞納している者（納期が到来しているものに限る。）
（５）競争入札参加資格者及び競争入札参加資格者の役員等が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当する者

２　審査基準日

　　資格審査の基準日は、令和５年１月１日とする。

３　契約の種類ごとの資格要件等
（１）工事の請負契約
①　工事の請負契約についての競争入札参加資格者は、次に掲げる要件を満たしている者でなければならない。

ア　審査基準日現在において、建設業法（昭和２４年法律第１０号）第３条第１項の許可を受けており、かつ、当該許可を受けて２年以上当該建設業を営んでいること。　
イ　資格審査の申請をする日（その日が令和５年４月１日前である場合は、令和５年４月１日）の１年７月前の日の直後の営業年度の終了の日（以下「基準日」という。）以降にアに規定する建設業に係る建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」という。）の結果通知を受けていること。
ウ　基準日以降に受けた経営事項審査の申請をした日の直前の営業年度の終了の日の直前２年の各営業年度のいずれかの決算において、アに規定する建設業に係る完成工事高を有していること。
エ　「健康保険」・「厚生年金保険」・「雇用保険」のすべてに加入若しくは適用除外であること。
②　工事の請負契約についての競争入札参加資格者は、工事の種類に応じ次に掲げる事項についての審査結果により算出した総合数値を勘案したうえで、町長が別に定める工事予定価格に対応する等級に格付する。
ア　客観的審査事項
建設業法第２７条の２３第３項の規定による平成６年建設省告示第１４６１号に定める項目
イ　主観的審査事項
　　　　A  工事施工成績

        B　工事経歴
（２）設計等に係る契約

①　建築物の設計に係る契約

建築物の設計に係る契約についての競争入札参加資格者は、次に掲げる要件を満たしている者でなければならない。

ア　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による一級建築士事務所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所の登録を受けていること。ただし、建築設備のみの設計を業とする者は、この限りでない。　

イ　審査基準日現在において引き続き１年以上その事業を営んでいること。

ウ　令和４年１月１日から同年１２月３１日までの間に売上高を有していること。
エ　個人にあっては、従業員数が２人以上であること。

②　土木施設物の設計、地質調査又は技術資料作成に係る契約

土木施設物の設計、地質調査又は技術資料作成に係る契約に係る契約についての競争入札参加資格者は、次に掲げる要件を満たしている者でなければならない。

ア　審査基準日現在において引き続き１年以上その事業を営んでいること。

イ　令和４年１月１日から同年１２月３１日までの間に売上高を有していること。

ウ　個人にあっては、従業員数が２人以上であること。

③　測量に係る契約

測量に係る契約についての競争入札参加資格者は、次に掲げる要件を満たしている者でなければならない。

ア　測量法(昭和２４年法律第１８８号)第５５条に規定する測量業者の登録を受けていること。

イ　審査基準日現在において引き続き１年以上その事業を営んでいること。

ウ　令和４年１月１日から同年１２月３１日までの間に売上高を有していること。

エ　個人にあっては、従業員数が２人以上であること。

（３）物品の購入、業務の委託及び物品の賃貸借等に係る契約
物品の購入、業務の委託及び物品の賃貸借等（以下「物品購入等」という。）に係る契約についての競争入札参加資格者は、審査基準日において営業に関し法令による許可、免許、登録を受けていること。
①　法人の場合 

商業登記簿の目的欄に申請する業種に係る事業の内容が登記されていること。 （「その他一切の事項」では登記されていることにはなりません。） 

②　個人の場合 
営業証明書に申請する業種に係る事業の内容が記載されていること。（希望する業種の事業内容が確認できる契約書等を含む。）
４　資格種類ごとの要件の特例

（１）中小企業等協同組合法(昭和２４年法律第１８１号)、中小企業団体の組織に関する法律(昭和３２年法律第１８５号)及び商店街振興組合法(昭和３７年法律第１４１号)の規定に基づき設立された組合又は連合会（以下「協同組合等」という。）については、協同組合等が次のいずれかに該当するときは、３に規定する資格の種類ごとの要件のうち営業年数に係る資格要件は、適用しない。
①　経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有するとき。
②　協業組合等にあっては、設立の際に構成員の過半数が競争入札参加資格を有するとき。
５　資格の有効期間
資格の有効期間は、令和５年度と令和６年度の２年度間（令和５年４月１日～令和７年３月３１日）とする。

第２　資格審査の申請の時期及び方法
１　申請の時期
（１）申請の時期は、令和５年２月１日（水）から令和５年２月２８日（火）までとする。
（２）共同企業体に係る申請時期は、当該共同企業体が結成されたときとする。
（３）協同組合等が経済産業局長の行う官公需適格組合の証明を受けたときは、当該協同組合等については、（１）によるほか、当該証明をうけたときとする。

（４）設立の際に構成員の過半数が競争入札参加資格者である協同組合等については、（１）によるほか、当該協同組合等が設立されたときとする。

（５）特に町長が認めた者に係る申請時期は、町長が指定する日とする。
２　申請の方法等　
　資格審査の申請は、次に掲げる提出書類を作成し、郵送又は下記の受付場所に提出しなければならない。
（１）受付場所

①　工事の請負契約及び設計等に係る契約

受付場所　０７８－１７５３
北海道上川郡上川町南町１８０番地

上川町役場　建設水道課　建設管理グループ
電話番号　０１６５８－２－４０６０
②　物品購入等に係る契約
受付場所　０７８－１７５３
北海道上川郡上川町南町１８０番地

上川町役場　総務課　総務財政グループ
電話番号　０１６５８－２－１２１１
３　提出書類
（１）工事の請負契約及び設計等に係る契約

①　申請書類は、原則として北海道公共工事契約業務連絡協議会が制定する市町村統一様式を使用し、一般社団法人北海道土木協会が発行する「令和５・６年度北海道内各市町村の入札参加資格審査申請の手引」に基づき作成すること。

②　その他の添付書類
ア　印鑑証明書
イ　納税証明書（町税(申請者が上川町に納税義務がない場合は、本店が所在する市区町村税)、道税、法人税並びに消費税及び地方消費税（写し可））
　　※新型コロナウイルス感染症の影響等から申請者が納税の猶予制度の適用を受け、納税証明書が発行されない場合は、納税の猶予許可通知書（申請時点において猶予期限を超えないものに限る。）（写し可）
ウ　決算書（申請者が法人の場合は損益計算書、貸借対照表及び利益金処分（損失処理）計算書、個人の場合で青色申告書を提出した者にあっては、確定申告書の写し、資産負債調及び損益計算書、その他の者にあっては、確定申告書の写し及び営業収支の状況が明示されている書類） 
エ　誓約書（暴力団、暴力団関係事業者等ではない。暴力団員を使用しない誓約書）
オ　経営事項審査で社会保険等に未加入があり、審査基準日までに加入した場合は、加入したことが確認できる書類及び直近の保険料領収書（写し可）

（２）物品購入等に係る契約
①　申請書類は、物品購入等競争入札参加資格審査申請書の他に、次に掲げる書類を提出して申請すること。 
ア　法人の場合

（ア）商業登記簿謄本（法務局が発行するもの（写し可））

（イ）納税証明書（上川町が発行するもの。ただし、上川町に納税義務がない場合（本店が上川町外で上川町に支店等がない等）は、本店が所在する都道府県の法人事業税に滞納がないことの証明書（写し可））
※新型コロナウイルス感染症の影響等から申請者が納税の猶予制度の適用を受け、納税証明書が発行されない場合は、納税の猶予許可通知書（申請時点において猶予期限を超えないものに限る。）（写し可）
（ウ）決算書（審査基準日直前の１事業年度分の決算書）
（エ）許可等に関する証書（業務委託等を希望する場合等は、希望する業務の各種許可証、技能者・有資格者証明、技能者名簿、労働保険加入証明書等の写しを提出すること。）
（オ）誓約書（暴力団、暴力団関係事業者等ではない。暴力団員を使用しない誓約書）

（カ）その他町長が必要と認める書類（内容を確認するために他の書類の提出を必要とする場合がある。）

イ　個人の場合
（ア）営業証明書（市区町村長が発行するもの（写し可）ただし、営業証明書が発行されない場合又は業種（事業内容）が記載されていない場合は、希望する業種の営業を証する書類（業種の取扱いを証する契約書及び請書等の写しなど））

（イ）納税証明書（上川町が発行するもの。ただし、上川町に納税義務がない場合（本店が上川町外で上川町に支店等がない等）は、本店が所在する都道府県の法人事業税に滞納がないことの証明書（写し可））
※新型コロナウイルス感染症の影響等から申請者が納税の猶予制度の適用を受け、納税証明書が発行されない場合は、納税の猶予許可通知書（申請時点において猶予期限を超えないものに限る。）（写し可）
（ウ）決算書類等（青色申告を提出した方は、直近の確定申告書の写し。その他の方（白色申告）は、直近の確定申告書の写し及び営業収支の状況が明示されている書類の写し）

（エ）許可等に関する証書（業務委託等を希望する場合等は、希望する業務の各種許可証、技能者・有資格者証明、技能者名簿、労働保険加入証明書等の写しを提出すること。）
（オ）誓約書（暴力団、暴力団関係事業者等ではない。暴力団員を使用しない誓約書）
（カ）その他町長が必要と認める書類（内容を確認するために他の書類の提出を必要とする場合がある。）

②　物品購入等競争入札参加資格審査申請書等の入手方法

申請書等は、第２の２（１）②に記載のある契約の担当部署か上川町のホ
ームページ（アドレスhttp://www.town.hokkaido-kamikawa.lg.jp/）において
配布する。

（３）協同組合等の添付書類
①　申請者が協同組合等であるときは、(１)及び(２)に記載のある提出書類ほか、次に掲げる書類を添付すること。
ア　組合員（会員）名簿（組合構成員全員の許可・登録に関する番号・年月日、所在地、電話番号、名称及び氏名を記載した名簿）
イ　経済産業局長から官公需に係る適格組合証明を受けている場合にあっては、適格組合であることを証する書類
ウ　当該協同組合等の定款
４　資格審査の再申請　

次のいずれかに該当するときは、資格の再審査の申請を行うことができる。
（１）競争入札参加資格を有する者の営業が相続、合併、分割又は譲渡により移転された場合
（２）中小企業等協同組合法の規定に基づき設立された中小企業等協同組合(企業組合を除く。以下「協同組合」という。)である資格者が、その構成員(資格者たる組合員に限る。)に変更のあったとき。
（３）中小企業等協同組合のうち企業組合である資格者又は中小企業団体の組織に関する法律の規定に基づき設立された協業組合である資格者がその構成員を変更した場合
第３　資格の喪失
競争入札参加資格者が、次の各号のいずれかに該当したときは、当該競争入札参加資格の資格は消滅するものとする。

（１）政令第１６７条の４第１項に規定する者になったとき。

（２）政令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されたとき。

（３）営業に関し、法令の規定による許可、免許、登録等を要する場合において、当該許可、免許、登録等を取り消されたとき。

（４）その他第１の３に定める要件を欠くに至ったとき。

２

